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『市街化調整区域におけるコミュニティの維持について』の提言書 

 

本市のまちづくりは岸和田市都市計画マスタープランを基本に進められてい

ます。 

市街化調整区域は田園区域・農業振興ゾーンに位置付けられ、住宅系用途や

産業系用途を制限していることから少子高齢化の進行が早く、地域から子ども

達の声が消えることが想定されています。 

岸和田市人口ビジョン（平成 28 年 2 月）で示されたコーホート要因法による

人口予測では、東葛城小学校区の 0歳から 11 歳人口が 16 年後に０人に、また

山滝小学校区は 12 年後に０人になると予測されています。 

この様な現状において、地域のコミュニティをどの様に守っていくのかにつ

いて討論を重ねたところ、下記の３つのテーマが議論の中心となりましたので

ここで取り上げます。 

１、住宅系の建設制限について 

２、学校のあり方について 

３、内畑町の産業集積地域等のあり方について 

小学校が地域コミュニティの核となっていることから、東葛城小学校の存続

に向けて地元が小規模特認校の指定を目指す決断をしました。 

ついては、東葛城小学校をモデル地区に位置付け、行政として積極的に支援

すべきと考え、次の通り提言します。 

 

提言 

１、住宅系の建設制限について 

岸和田市都市計画マスタープランの改定は 5年後であることから用途の変更

は難しいため、都市計画法第 34 条に提案基準を追加すること。 

医療を受ける環境、買い物のしやすさ、通勤通学の交通利便性を兼ね備えた

住み心地の良い地域にすること。 

２、学校のあり方について 

小規模特認校として魅力・特色を明確にすること。 

都市計画法第 34 条第 14 号による岸和田市提案基準の提案基準２のうち「基

準世帯は、線引き以前から又は２０年以上前から生活の本拠を有する世帯」と

あるが、特認校に転校してきた世帯の住宅も追加すること。 

３、内畑町の産業集積地域等のあり方について 

都市計画マスタープランで指定した道路に「国道旧 170 号線」を追加するこ

と。 

市街化調整区域における幹線道路沿いの住居や工場の建築の規制緩和するこ

と。 


